
様式第２号（第５条関係）

１．補助事業者

※地域区分は平坦部か中山間
２．事業計画

年 月 年 月

３．成果報告の方法

私は、本事業により導入したスマート農業機械について、

※上記の□にはチェックを記載すること

４．経営規模（拡大）

現状 年度

目標 年度

※作業受託面積の作物は、導入するスマート農業機械の対象作物を記入すること。

５．販売額拡大

現状 年度

目標 年度

※導入するスマート農業機械の対象作物について、確定申告書を元に記入すること。

６．作業時間短縮

現状 年度

目標 年度

鹿島市スマート農業推進支援事業計画書

記

地域区分 補助事業者名

機械名 能力 事業量 受益作物 着工（契約）予定 竣工（納品）予定

台

　□ 効果成果を取りまとめ、市が主催する農業研修会等で発表することに協力します。

　□ 効果成果を報告し、市ＨＰや市が主催する研修会等で公表することに同意します。

作付面積

水稲
(ha)

麦
(ha)

大豆
(ha)

その他
(ha)

（事業前年度）

（事業翌々年度）

受益作物 販売額 受益作物 販売額 受益作物 販売額

（事業前年度）

（事業翌々年度）

受益作物
取組作業

①
作業面積 作業時間

取組作業
②

取組面積 作業時間

（事業前年度）

（事業翌々年度）

農家戸数
経営面積

(ha)

作業受託
面積(ha)
（　　）



７．補助事業に要する経費 単位：円

※対象経費の上限額は要綱の別表による。また、補助金は千円未満を切り捨てる。

８．わらの処理状況（水稲・麦の作付けがある場合に記入すること）

すき込み ％ ％

園芸用途 ％ ％

畜産用途 ％ ％

焼却 ％ ％

その他（ ） ％ ％

すき込み ％ ％

園芸用途 ％ ％

畜産用途 ％ ％

焼却 ％ ％

その他（ ） ％ ％

９．機械の適正及び安全使用について

技術、安全又は整備研修会等への参加計画 　　　　　　　　　　　　回／年

※安全な農作業の実施に努めること。

１０．添付資料

（共通）（１）見積書(承認申請時は１者。但し導入時は２者以上とする。)
（２）カタログ
（３）利用（受益）範囲の地図又は農地の一覧など
（４）その他必要な資料（　　　　　　　　　　）

（組織）（５）規約
（６）総会資料
（７）管理運営規程

負担区分

補助金
(D)×補助率＝(E)

自己負担
(C)－(E)

0 0 0

現状 目標

処理方法 　　　　年度 　　　　年度

（事業前年度） （事業翌々年度）

稲わら

麦わら

事業費（税抜）

(A)

消費税

 (B)

総事業費

(A)＋(B)＝(C)

補助対象経費

(D)



様式第３号（第５条関係）

１．補助事業者

２．ポイント算出表
添付資料

事業計画書

事業計画書

②規模拡大（必須項目）

事業計画書

事業計画書

③販売額増大（必須項目）

確定申告書

確定申告書

④作業時間の短縮（必須項目：2作業まで選択可）

作業日誌

作業日誌

⑤導入効果

カタログ

カタログ

カタログ

カタログ

カタログ

カタログ

カタログ

カタログ

⑥その他

地域計画

過去実績

青年等就農計画認定
書の写し

計画認定通知書の写
し

ポイント算定シート

申請者名（補助事業者名）

取組目標 配点 チェック ポイント

①成果報告（必須項目）

・導入した成果を市が主催する説明会や農業研修会等で発表することに協力す
る。 3点

・導入した成果を市HPや市の主催する説明会や研修会等で公表することに同意す
る。 1点

・作付面積が概ね次に掲げる規模以上を拡大する計画となっている。
　地域区分：【平坦】2ha、【中山間】0.5ha 3点

・作付面積が概ね次に掲げる規模以上を拡大する計画となっている。
　地域区分：【平坦】1ha、【中山間】0.1ha 1点

・対象作物の販売額が次に掲げる割合以上を増加する計画となっている。
　地域区分：【平坦】14％、【中山間】7％ 2点

・対象作物の販売額が次に掲げる割合以上を増加する計画となっている。
　地域区分：【平坦】 7％、【中山間】3％ 1点

・事業年度から目標年度までに、導入機械による（　　　）作業時間の削減を数
値化して示すことが出来る。 2点

・事業年度から目標年度までに、導入機械による（　　　）作業時間の削減を数
値化して示すことが出来る。 2点

・導入した機械は無人運転を行うことが出来る。 3点

・導入した機械はRTK補正情報を利用した自動運転を行うことが出来る。 1点

・圃場の状況をセンシングし、自動運転用のマップを作成することが出来る。 1点

・圃場の状況をセンシングし、同時に防除施肥資材の削減に取り組むことが出来
る。 1点

・センシングデータ等を取込み、防除施肥資材の削減に取り組むことが出来る。 1点

・作業時に収量、食味等のデータを収集し、防除施肥資材の削減に取り組むこと
が出来る。 1点

・作業時に水分量等のデータを収集し、乾燥調製の効率化を図ることが出来る。 1点

・その他、上記に類するスマート農業の取組み。（自動運転機能は除く） 1点

・申請者（補助事業者）は地域計画で規模拡大をする担い手に位置付けられてい
る。 2点

・過去に同一機種の機械を、補助事業を活用して導入したことが無い。 2点

・補助事業者は認定農業者または認定新規就農者である。 2点

・補助事業者はスマート農業活用促進法における「計画認定」を受けている。 2点

合計

注）当該年度予算・採択予定件数の範囲内で、合計ポイントの高い順に事業を採択する。


